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１ はじめに 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定において、教

育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検

及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出すると

ともに、公表しなければならないことが定められています。 

亀山市教育委員会では、令和２年度における市の施策評価対象事業及び事務

事業評価対象事業について、事務局において評価を行い、その内容について学

識経験者２名から意見をいただき、課題と今後の取組について、「令和２年度

教育に関する事務の点検・評価報告書」としてまとめました。 

 

【参考】 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第三項の規定によ

り事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況につ

いて点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出す

るとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識経験を

有する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 点検・評価の対象となる事務 

（１）対象事務及び評価 

点検及び評価の対象は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２１

条各号の規定のうち、「亀山市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例」に

規定された事務（「スポーツに関すること」及び「文化に関すること」）を除く事務で

す。また、「文化財の保護に関すること」、「歴史博物館に関すること」、「市

立幼稚園の管理運営に関すること」等については、補助執行により市長部局にお

いて実施していますので、対象外とします。 

評価については、第２次亀山市総合計画前期基本計画第２次実施計画において

教育委員会事務局が所管する基本施策及びその施策の方向に伴う事業のうち令和

２年度における取組状況などについて、実施しました。 

【対象の基本施策】 

 ・学びによる生きがいの創出 

（基本施策の大綱：健康で生きがいを持てる暮らしの充実） 

 ・子どもたちの豊かな学びと成長 

  （基本施策の大綱：子育てと子どもの成長を支える環境の充実） 

【対象の主要事業】 

施策の方向 事業名 

低所得者への支援と自立支援

の推進 
就学援助家庭オンライン学習支援事業 

地域へ生かせる学びの展開 

だれもが学べる環境づくり 
地域人材キラリ育成事業 

読書活動の推進 図書館整備事業 

学びの環境の充実 
中学校給食実施事業 

井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 

子どもたちの育ちのための学

びの展開 

英語教育推進事業 

情報教育推進事業（小学校） 

情報教育推進事業（中学校） 

学校図書館支援事業 

学力向上推進事業 

すべての子どもの学びを支え

る教育の推進 

個の学び支援事業（小学校） 

個の学び支援事業（中学校） 

少人数教育推進事業 

生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 

仕事と子育てが両立できる環

境づくり 
放課後子ども教室推進事業 

2



 

【対象の標準事業】 

施策の方向 事業名 

地域とともにある学校づくり 

特色ある学校づくり事業（小学校費） 

特色ある学校づくり事業（中学校費） 

コミュニティスクール推進事業 

学びの環境の充実 

施設整備費（小学校費） 

施設整備費（中学校費） 

地場農畜産物利用推進事業 

子どもたちの育ちのための学

びの展開 

体育・文化活動支援事業（小学校費） 

体育・文化活動支援事業（中学校費） 

中学校体験活動支援事業 

教職員研修事業 

幼児教育推進事業 

道徳・人権教育推進事業 

家庭・地域の教育力の向上 子育て学習展開事業 

すべての子どもの学びを支え

る教育の推進 

特別支援教育推進事業 

生徒指導充実事業 

適応指導教室事業 

外国人児童生徒教育支援事業 

青少年の健全育成と青少年活

動の促進 

青少年健全育成費 

青少年自立支援事業 

成人式開催費 

青少年総合支援センター費 

市民交流・地域間交流の促進 婦人団体育成費 

 

（２）点検・評価に使用するシート  

点検・評価において使用するシートは、市の行政評価との整合を図り、施策評

価シート及び事務事業評価シートを活用します。 
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（３）評価基準 

①施策評価シートにおける総合判定及び個別判定の基準は次のとおりです。 

  

 

 

 

 

②事務事業評価シートにおける活動及び成果の判定の評価基準は次のとおりで

す。 

・活動評価             ・成果評価 

 

 

 

 

 

    

Ａ ･･･ 計画どおり実施できた 

Ｂ ･･･ まずまず実施できた 

Ｃ ･･･ あまり実施できなかった 

Ｄ ･･･ 実施できなかった 

Ａ ･･･ 十分な成果を得た 

Ｂ ･･･ まずまず成果を得た 

Ｃ ･･･ あまり成果を得られなかった 

Ｄ ･･･ 成果を得られなかった 

Ａ ･･･ 順調に進んでいる 

Ｂ ･･･ まずまず進んでいる 

Ｃ ･･･ あまり進んでいない 

Ｄ ･･･ 進んでいない 

 

4



 

３ 教育委員会事務局による自己評価 

  令和２年度における第２次亀山市総合計画前期基本計画第２次実施計画

に基づく基本施策及びその施策の方向に伴う事業について、点検・評価を実施

した結果は次のとおりです。 

（１）第２次亀山市総合計画施策体系図 

（２）施策評価 ２件 

（３）事務事業評価 

第２次実施計画／R１・２・３年度 主要事業１５件 

令和２年度決算における評価 標準事業２２件 
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　　（１）第２次亀山市
　　　　総合計画施策体系図
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　　（２）施策評価
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基本施策の大綱 基本施策

2 健康で生きがいを持てる暮らしの充実 学びによる生きがいの創出

4 子育てと子どもの成長を支える環境の充実 子どもたちの豊かな学びと成長
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　　（３）事務事業評価
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体系コード 計画ｺｰﾄﾞ 事業名 課グループ名

20104 20005 就学援助家庭オンライン学習支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

020501 17055 地域人材キラリ育成事業 生涯学習課社会教育Ｇ

020502 17107 図書館整備事業 生涯学習課社会教育Ｇ

17072 中学校給食実施事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

19013 井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

17073 英語教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

17074 情報教育推進事業（小学校） 学校教育課教育研究Ｇ

17075 情報教育推進事業（中学校） 学校教育課教育研究Ｇ

17076 学校図書館支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

17077 学力向上推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

17079 個の学び支援事業（小学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

17080 個の学び支援事業（中学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

17081 少人数教育推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

17082 生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 学校教育課教育支援Ｇ

040204 17088 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課社会教育Ｇ

19148-1 特色ある学校づくり事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

19149-1 特色ある学校づくり事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

19182-1 コミュニティスクール推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

19008-1 施設整備費（小学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

19027-1 施設整備費（中学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

19273-1 地場農畜産物利用推進事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

19015-1 体育・文化活動支援事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

19030-1 体育・文化活動支援事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

19033-1 中学校体験活動支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

19106-1 教職員研修事業 学校教育課教育研究Ｇ

19105-1 幼児教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

19271-1 道徳・人権教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

040104 19132-1 子育て学習展開事業 生涯学習課社会教育Ｇ

19259-1 特別支援教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

19116-1 生徒指導充実事業 学校教育課教育研究Ｇ

19111-1 適応指導教室事業 学校教育課教育研究Ｇ

19286-1 外国人児童生徒教育支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

19099-1 青少年健全育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

19289-1 青少年自立支援事業 生涯学習課社会教育Ｇ

19101-1 成人式開催費 生涯学習課社会教育Ｇ

19100-1 青少年総合支援センター費 生涯学習課社会教育Ｇ

050203 19047-1 婦人団体育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

040102

主
　
要
　
事
　
業

標
　
準
　
事
　
業

040103

040105

040101

040102

040105

040103

040106
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【判定の凡例】

令和２年度決算における評価結果一覧表

活動 成果

19148 04 01 01
特色ある学校づく
り事業（小学校費）

　教育協議会　学校区別に、地域及び学校
の中にある共通の課題や、教育の課題につ
いて検討し、地域の教育力を高め、学校教
育の改善を推進する。

3,198 / 2,833 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

19149 04 01 01
特色ある学校づく
り事業（中学校費）

　教育協議会　学校区別に、地域及び学校
の中にある共通の課題や、教育の課題につ
いて検討し、地域の教育力を高め、学校教
育の改善を推進する。

784 / 761 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

19182 04 01 01
コミュニティスクー
ル推進事業

保護者及び地域住民等が学校運営に参画
することにより学校教育の充実を図り、地域
に開かれた信頼される学校づくりを進める。

185 / 0 Ａ Ｂ

教育委員会事務
局
学校教育課
学事教職員Ｇ

19008 04 01 02
施設整備費（小学
校費）

学習環境及び学校生活環境の向上を図る
ため、各学校状況に応じた施設整備を実施
することにより教育のための環境づくりを推
進するもの。

10,338 / 10,338 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
教育総務課
施設・保健給食Ｇ

19027 04 01 02
施設整備費（中学
校費）

学習環境及び学校生活環境の向上を図る
ため、各学校状況に応じた施設整備を実施
することにより教育のための環境づくりを推
進するもの。

2,585 / 2,585 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
教育総務課
施設・保健給食Ｇ

19273 04 01 02
地場農畜産物利
用推進事業

学校給食における地産地消を推進し、学校
給食の充実を図るため、市内・県内産の食
材を多用した「かめやまっ子給食」の提供
や、安心・安全な学校給食の提供と食育推
進に係る研修を実施する。 300 / 252 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
教育総務課
施設・保健給食Ｇ

19015 04 01 03
体育・文化活動支
援事業（小学校
費）

成長期にある児童の豊かな想像性、情操
の涵養と芸術文化活動の充実向上と、運
動習慣及び体力の向上を図る。優れた音
楽・芸術を鑑賞する機会を確保するととも
に、体力向上に係る外部講師を各学校へ
派遣する。

481 / 437 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

【活動】　Ａ：計画どおり実施できた　Ｂ：まずまず実施できた  Ｃ：あまり実施できなかった  　　　Ｄ：実施できなかった  　  
【成果】　Ａ：十分な成果を得た　　　Ｂ：まずまず成果を得た　Ｃ：あまり成果を得られなかった　Ｄ：成果を得られなかった

所管部署
事業
番号

目的・概要
事業費

（予算額/決算額）
[単位：千円]

事業名
（評価事業名）

施
策
の
方
向

基
本
施
策

大
綱

判定
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【判定の凡例】

令和２年度決算における評価結果一覧表

活動 成果

【活動】　Ａ：計画どおり実施できた　Ｂ：まずまず実施できた  Ｃ：あまり実施できなかった  　　　Ｄ：実施できなかった  　  
【成果】　Ａ：十分な成果を得た　　　Ｂ：まずまず成果を得た　Ｃ：あまり成果を得られなかった　Ｄ：成果を得られなかった

所管部署
事業
番号

目的・概要
事業費

（予算額/決算額）
[単位：千円]

事業名
（評価事業名）

施
策
の
方
向

基
本
施
策

大
綱

判定

19030 04 01 03
体育・文化活動支
援事業（中学校
費）

成長期にある生徒の豊かな想像性、情操
の涵養及び芸術文化活動の充実・向上と、
運動習慣及び体力の向上を図る。優れた
音楽・芸術を鑑賞する機会として小中音楽
会や講演会等を実施するとともに、生徒の
音楽芸術活動の場を確保し支援する。

31 / 20 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

19033 04 01 03
中学校体験活動
支援事業

中学生期における就労体験や交流学習な
どの体験活動を通して、生徒の社会性など
の健全育成を図る。

214 / 175 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ

19106 04 01 03 教職員研修事業

教職員の専門性、授業力の向上を図り、よ
り質の高い教育活動をめざす。教職員研修
講座の実施、教育課題研究会委託、教科
別研究会委託、指導主事会視察など、教
職員研修の充実を図る。 1,497 / 984 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ

19105 04 01 03
幼児教育推進事
業

就学前からの一貫した教育を実現するた
め、保育所・幼稚園・小学校・中学校の教
職員が連携し、きめ細かな支援体制を整え
る。さらに、保幼・小間での交流活動や情報
共有を行うための取組みを推進する。 2,171 / 1,656 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

19271 04 01 03
道徳・人権教育推
進事業

道徳教育や様々な体験活動を通して、心
の発達・規範意識の醸成・問題行動の未然
防止に取り組む。学校における人権教育に
関する指導方法の改善及び充実に資する
ことを目的とした実践的な研究を実践し、人
権教育の一層の推進を図る。

807 / 511 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ

19132 04 01 04
子育て学習展開
事業

家庭・地域の教育力の向上を図るために、
子育て中の保護者に対して学びの機会を
提供し、子育て中の保護者だけでなく、子ど
もを見守る祖父母世代、また地域住民総
体による子どもの育みを地域全体で支えて
いく学びの仕組みづくりを進める。

1,100 / 183 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ

19259 04 01 05
特別支援教育推
進事業

発達障がいを含む障がいのある全ての幼児
児童生徒の特別支援教育を総合的に推進
する。教育支援委員会を開催し、対象の園
児、児童生徒が適切な支援が受けられるよ
う検討し、引継を行うことで途切れのない支
援を図る。

348 / 282 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ
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【判定の凡例】

令和２年度決算における評価結果一覧表

活動 成果

【活動】　Ａ：計画どおり実施できた　Ｂ：まずまず実施できた  Ｃ：あまり実施できなかった  　　　Ｄ：実施できなかった  　  
【成果】　Ａ：十分な成果を得た　　　Ｂ：まずまず成果を得た　Ｃ：あまり成果を得られなかった　Ｄ：成果を得られなかった

所管部署
事業
番号

目的・概要
事業費

（予算額/決算額）
[単位：千円]

事業名
（評価事業名）

施
策
の
方
向

基
本
施
策

大
綱

判定

19116 04 01 05
生徒指導充実事
業

生徒指導では、問題行動等が複雑化・多
様化し対応・解決が一層困難な事例も出て
きている。そのための、個々の児童生徒の
実態把握やいじめやその他の問題行動の
予防と対策を図る。「魅力ある学校づくり調
査研究事業」の推進を行う。

2,104 / 1,734 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ

19111 04 01 05
適応指導教室事
業

不登校児童生徒の保護者に対する教育相
談及び、児童生徒の学習、生活指導等の
支援をする。適応指導教室と学校、家庭、
専門機関との連携を密にし、相互理解のも
とに学校復帰に向けての援助を行う。 3,482 / 3,312 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育研究Ｇ

19286 04 01 05
外国人児童生徒
教育支援事業

外国人児童生徒については、教室で学習
を進める上で言語・学習内容を十分に理解
できず、学校生活そのものに困難をきたす
現状がある。支援員を配置し、指導や助言
を行うとともに、保護者への支援や相談体
制を整える。

2,980 / 2,855 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
学校教育課
教育支援Ｇ

19099 04 01 06
青少年健全育成
費

青少年の健全育成のため家庭・学校・地域
において、青少年が安全かつ心豊かに成長
できる社会環境作りを行う。

3,798 / 3,350 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ

19289 04 01 06
青少年自立支援
事業

青少年の社会的自立の遅れに対する立ち
直り支援を実施するため、資格を持った支
援員を配置し、ひきこもりやニート等の悩み
を持つ青少年に対する相談や自立に向け
た支援活動を行う。 4,334 / 4,287 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ

19101 04 01 06 成人式開催費

成人式開催により青少年の社会人としての
自立を促す

1,392 / 1,320 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ

19100 04 01 06
青少年総合支援
センター費

日常のパトロール活動及び、関係機関との
連絡調整等を行い、当市における青少年の
非行防止や環境浄化活動に努める。

13,914 / 12,930 Ａ Ａ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ
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【判定の凡例】

令和２年度決算における評価結果一覧表

活動 成果

【活動】　Ａ：計画どおり実施できた　Ｂ：まずまず実施できた  Ｃ：あまり実施できなかった  　　　Ｄ：実施できなかった  　  
【成果】　Ａ：十分な成果を得た　　　Ｂ：まずまず成果を得た　Ｃ：あまり成果を得られなかった　Ｄ：成果を得られなかった

所管部署
事業
番号

目的・概要
事業費

（予算額/決算額）
[単位：千円]

事業名
（評価事業名）

施
策
の
方
向

基
本
施
策

大
綱

判定

19047 05 02 03 婦人団体育成費

亀山市内の地区婦人会が連絡提携して、
婦人の教養と地位の向上、家庭生活の向
上を図るとともに、地域社会の発展に寄与
することを目的とする、亀山市婦人会連絡
協議会の活動を支援する。 798 / 798 Ｂ Ｂ

教育委員会事務
局
生涯学習課
社会教育Ｇ
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４ 学識経験者による評価 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条第２項の規定に基づき、教

育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るため、２名の学識経験者から意

見をいただきました。 

【意見をいただいた学識経験者】 

 岩間
い わ ま

 知之
ともゆき

氏 

辻
つじ

  成
なる

尚
ひさ

氏（亀山高等学校校長） 

 

（１）各施策に対する意見 

別紙一覧のとおりです。 

（２）総括意見 

令和２年度における第２次亀山市総合計画前期基本計画第２次実施計画に

基づく基本施策及びその施策の方向に伴う事業の進捗状況は、経験したこと

のない新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、企図した施策が十分に

実施できなかった点が見受けられる一方で、担当課及び教育現場の工夫等に

より、総体として一定の成果を上げることができたことについて評価できる。

この状況が今後も続くことが予想されることから、この状況下において、で

きたこと、できなかったことについて丁寧に自己評価を行い、次年度以降の

取組の充実につなげることが重要であると考える。 

また、成果指標の多くに環境整備の進捗状況やアンケート結果が見受けら

れる。それ自体に問題があるわけではないが、本来のあるべき姿として、環

境整備後それが適切に活用されているか、現場で事業として適正な執行がな

されているのかが重要であり、成果指標の数値は数値として、教育委員会と

して、常に現場に足を運び、現場の人々と対話等を行い、複数の人間による

定性的評価を重視する必要があるのではないかと考える。このような取組か

ら更に教育行政と学校等教育現場との信頼関係を深めていただきたい。 

次に基本施策について、「学びによる生きがいの創出」では、図書館整備と

して図書館フォーラムを開催するなど機運が高められている中で、着実に「つ

ながる場」の拠点としての整備が進められている。一方では、施設・設備だけ

でなく、読書や学習で図書館を利用するという文化が市民に根付くことが大

切であり、現図書館での来館動機創出の取組や学習活動での図書館利用の機

会を増やす取組等を継続していく必要を感じる。 

生涯学習活動としては、コロナ禍の中で成果指標が大きく落ち込んでいる

が、ハイブリッド方式の導入、または感染対策を徹底しながら粘り強く活動

を実施するなど、「今できること」を最大限に考え、対応したことは評価でき

る。今後は、オンライン講座等ＩＣＴを活用した「新しい学び」について、そ
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の効用と限界をしっかりと見極め、有効活用しながら事業実施していただき

たい。 

次に、「子どもたちの豊かな学びと成長」では、校舎の増築等環境（ハード）

面での整備は計画的に進められている。また、学校給食については、子ども

たちにとって学校生活の大きな要素の一つであり、引き続き生徒・保護者の

満足度、また満足度が高くない場合の要因等を絶えず検証しながら進めてい

ただきたい。 

コミュニティスクールについては、市内のすべての小中学校に設置され、

地域とともにある学校づくりの基盤ができた。これをうまく活用し、家庭や

地域が学校に関わり教育課題の解決をはかるとともに、子どもたちが意欲的

に学習活動に取り組む学校環境づくりが進むことを期待する。一方では、学

校単位で行うことが難しい点も多く、設置後も行政の継続的支援が必要であ

ると考える。 

学習環境については、市独自の英語テストの作成等の英語教育、一人一台

のタブレット端末の配置等の情報教育と子どもたちの豊かな学びのための基

盤づくりが確実に進められている。このような整備ができている中で、今後

は、「わかりやすい授業が展開されているか」「どのように子どもたちに生き

る力を育成するか」という内容及び方法（ソフト面）における取組が重要と

なる。様々な他市町の取組を視察できるような研修機会の拡充、職員間での

授業参観の実施等による子どもたちの目線からわかりやすい授業が展開され

ているかを研究する場を引き続き大切にしつつ、国の施策に必ずしも準じる

のではなく、亀山市として主体的に亀山市の子どもたちの状況に応じた、ま

た地に足のついた取組を行っていただきたい。 

学校図書館の支援については、図書館整備を契機に日本一読書量の多い亀

山っ子を育てていただきたいと願うとともに、自発的な読書をできていない

児童生徒の割合が高いと見受けられ、低学年の段階からの読書習慣を身に付

け、本を借りて読むという学校図書館の最も根源的な利用のしかたが進むよ

うな仕組みづくりに取り組む必要がある。 

学習支援については、特別な支援が必要な児童生徒、外国人児童生徒、経

済的に厳しい状況にある家庭など、「だれ一人取り残さない」視点から、すべ

ての子どもたちの学びを支えるよう、支援の仕組みづくりが充実していると

感じられる。今後も特に福祉部局との連携により、多職種による「チーム学

校」としての支援を推進していただきたい。不登校については、一人ひとり

に応じた丁寧な対応が必要であり、学校と保護者がしっかりと連携するとと

もに、不登校生徒に対する新しい効果的な関わり方が生まれる可能性に期待

したい。 
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教育委員会の事務に関する点検・評価　意見記入シート（岩間知之氏）

施策の大綱 基本施策 施策に対する意見 施策の方向 区分 事業名 課グループ名 施策の方向（事業）に対する意見

地域福祉力の向上
低所得者への支援と自立支援の
推進

主要 就学援助家庭オンライン学習支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

　感染拡大に伴う国の緊急措置にも関わらず、インターネット環境整備が困難な
市内ほぼ全ての家庭に給付が行き届いたことは良かった。今後は、各家庭にどの
ようなインターネット環境が整備されたのか、児童生徒がどのように利用しているか
等を詳細に検証し、ソフト面も含めて十分なサポート体制の整備に努められたい。
家庭内のデジタルデバイドが教育格差を広げることにならないよう細心の注意が
必要である。

地域へ生かせる学びの展開

だれもが学べる環境づくり

読書活動の推進 主要 図書館整備事業 生涯学習課社会教育Ｇ

　令和5年度の新図書館開館に向けて順調に事業を進めている。コロナ禍の中で
あるにも関わらず、計画通り第1回図書館フォーラムを開催したり、年度末には「亀
山市図書館サービス実施計画」を策定するなど、工夫を凝らしながら着実に成果
を上げている。ハード面が目に見えるようになるまでは市民の意識も盛り上がりに
くいとは思うが、今後は、市民参加型ワークショップの開催回数を増やすなどし
て、本市図書館ならではのソフト面の構築を図られたい。また、市内の様々な場所
で数多くワークショップを開催することにより、アイデア募集のみならず、市民への
情報発信や主体的意識の醸成を図ることも必要ではないか。

標準 特色ある学校づくり事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 特色ある学校づくり事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 コミュニティスクール推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 中学校給食実施事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

主要 井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 施設整備費（小学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 施設整備費（中学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 地場農畜産物利用推進事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

主要 英語教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

主要 情報教育推進事業（小学校） 学校教育課教育研究Ｇ

主要 情報教育推進事業（中学校） 学校教育課教育研究Ｇ

主要 学校図書館支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

主要 学力向上推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

標準 体育・文化活動支援事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 体育・文化活動支援事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 中学校体験活動支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 教職員研修事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 幼児教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

標準 道徳・人権教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

主要

　当該基本施策の成果指標は、昨年度ほぼ目標値を達成しており、その意味で
は良好な事業実施が為されていると評価できる。ただ、「目指す姿」が子どもたち
の自立につながる生きる力の育成である視点から、個々の事業実施状況を見ると
きやや気掛かりな点もある。
　成果指標の多くに環境（ハード面）整備の進捗状況やアンケート結果が用いら
れており、そのこと自体に問題があるわけではないが、環境が整備されてもそれが
適切に活用されているか、アンケート主体に調査の意味を理解してもらいできる限
り客観的な回答が返されるように工夫しているか等について、一見明白には分か
らないということである。もちろんこのことは、環境が整備された後の段階の課題で
あると言えるし、アンケート調査のほかに適当な指標が見当たらないということもあ
る。要は、成果指標の数値はそれとして、教育委員会として、常に現場に足を運
び、現場の人々と対話等を行い、複数の人間による定性的評価を重視する必要
があるのではないかと考える。また、そのような評価を活かすプロセスも必要では
ないか。このような取組の中からこそ、教育行政と学校等教育現場との信頼関係
が深まるものと考える。当市の複数の教育関係者から話を聞くとき、教育長をはじ
め教育委員会事務局担当に対する温かな眼差しが感じられることから、このような
信頼関係を更に深めていただきたい。
　
　「地域とともにある学校づくり」は、戦後間もない頃から喧伝される古くて新しい課
題である。本市はコミュニティスクールを起点に施策実現を図ろうとしているが、そ
れには学校単位のみでは難しい点も多く、設立後も行政の継続的支援が必要で
あると考える。
　英語教育や情報教育等、新しい教育内容が導入されることに対して、早くから準
備が為されており、環境（ハード）面での整備は順調に進められている。今後は、
どのように子どもたちに「生きる力」を育成するかという内容及び方法（ソフト）面で
の取組が重要になる。教育における新しい試みに対しては、チャレンジングな姿
勢も必要であるが、とりわけ義務教育においてはより地道に慎重に進めるという丁
寧さが大切であろう。先行する市町は華やかに見えるが、それら取組に惑わされ
ることなく、亀山市の子どもたちの状況に応じた地に足のついた取組を望むもので
ある。そのためにはできる限り数多くの教員や事務局職員に様々な他市町び取組
を視察できるような研修機会の拡充をお願いしたい。老婆心ながら、ＩＣＴを活用し
た「学びの個別最適化」は、学校教育における大切な機能との関わりという視点か
ら心配な点があるように感じる。国の施策には時に誤りがあることは、直近の高大
接続改革における大学入試改革の失敗が示すところである。ぜひ、亀山市として
の主体的な取組を期待したい。
　「子どもたちの育ちのための学びの展開」の事業の中では特に「学校図書館支
援事業」に着目したい。派手な内容ではないが、亀山市新図書館整備を契機に、
日本一読書量の多い亀山っ子を育てていただければと願う。
　「すべての子どもに学びを支える教育の推進」は、「誰ひとり取り残さない学びの
展開」のための最重要な施策である。今年度特に健康福祉部局担当課との連携
により、多職種による「チーム学校」としての支援を推進できたことは、次年度以降
に繋がる大きな成果であると言える。専門的知見を積極的に導入することで、不
登校児童生徒等に係る新しい効果的な関わり方が生まれる可能性に期待した
い。

子どもたちの育ちのための学びの
展開

地域とともにある学校づくり

学びの環境の充実

　昨年度から関連部局との連携が進み「かめやま人キャンパス講座」の一層の充
実が期待された2年目の今年度に新型コロナウィルス感染症が広がり、思うような
事業展開が難しくなった状況のなか、ICTを活用したハイブリット型講座を工夫す
るなどして一定の成果を上げることができたことを評価する。また、昨年度からの
取組の継続の結果、地域人材育成が期待できる優れた市民活動を展開する２つ
の市民団体が結成されたことは、今後の活動の広がりへの契機となりうる。今後
は、学びのガイドブックの作成等による「学びの情報の一元化」を更に進めるととも
に、担当部局と高等教育機関、市民団体および一般市民等の間で一層の有機的
連携が図れるよう、ネットワークをコーディネイトできる仕組みが必要ではないか。

 特色ある学校づくり事業の中心は学校運営協議会の活動であり、それは開かれ
た学校づくりや地域と学校との信頼関係を構築するのに大切な活動であると考え
る。市内各学校運営協議会が当初の設置目的を十分に果たせているか、常に検
証したい。また、設置することが目的ではなく、活動の充実こそが重要である。そ
のためには教育委員会としての指導・支援が欠かせない。多忙な現場の状況下、
形式的なルーチンワークとなり、形骸化することのないよう留意したい。

　近年、検討を重ねてきた中学校給食に関しては、一定の方向性が見えてきたよ
うである。策定案を柱にして、生徒・保護者の一定の理解のもと、前に進めていた
だきたい。ただ、事業活動成果指標に定めた「デリバリー給食満足度アンケート」
の数値が極端に低下しているにも関わらず、事業自己評価を「A」としたことの説
明は十分とは言えないのではないか。
　井田川小学校の校舎等増築・改修に係る事業は無事完遂された。今後も、より
一層安全で・快適な学校生活環境となるよう努められたい。

　感染症対策のために「英語デイキャンプ」や「英語教育研修会」が未実施となっ
たことはやむを得ない。「英語」は令和2年度から小学校において教科化された授
業であるが、これまで着実に準備を進めてきたことがスムーズな導入につながった
と評価する。今後は、地に足のついた授業となるよう、更に研修・検討を積み上げ
てほしい。決してAＬＴに頼りすぎることなく、専科教員と一般教員の協力の下、英
語嫌いにさせない「楽しい授業」の構築が必要ではないか。市として取り組んでい
る「英語テスト」もその目的を見失うことないよう願いたい。
　新学習指導要領に登場したＩＣＴ教育についても、国のGIGA スクール構想を踏
まえ、スムーズに環境面の整備を進めている。ただ、全ての市町教育委員会と同
様に、タブレット端末をどのような教育活動にどのように活用するのか等具体的な
指導方法を整理する等、ソフト面での整備が課題である。同時に情報モラルやス
マホ脳、ゲーム依存症等の問題等、保護者の不安も大きいことが想像できること
から、適切な活用方法や活用の状況等を丁寧に説明する責任がある。また、国の
措置が終了した後を見据え、今後の一人一台タブレット端末の整備や更新時の
整備のあり方について、方向を定める必要がある。
　学校図書館整備事業について、成果指標外ではあるが「かめやましファミリー読
書リレー」に取り組む家族数が8％増加しているのは良好な傾向と言える。今後、
タブレット端末が普及するなか、学力育成にとって大切な読書活動が衰退する恐
れはないだろうか。その意味から、より一層保護者と連携して当該事業の更なる充
実に注力すべきではないだろうか。
　学力向上推進事業の成果指標③「家庭学習の状況」における小学校の実績値
の低下が心配である。コロナ禍のなか、年度当初の指導ができにくかったことや長
期の休校期間を余儀なくされたことが、自律的な学習を進めにくかったのではな
いかと考えられるので、次年度の取組を期待したい。学力の定着状況について
は、みえスタディチェックにおける正答率よりも学力格差の広がりや記述式の無回
答率等の課題がより重要ではないだろうか。日常的に回答の正誤の結果よりも問
題解法について言葉で伝えることの大切さや友と学ぶ楽しさ等を、授業において
積極的に子どもたちに伝えて欲しいものである。
　幼児教育推進事業のなかで、コロナ禍にも関わらず保幼・小中間での交流活動
等の内容濃くなったことは、現場における工夫の成果といえる。

地域人材キラリ育成事業 生涯学習課社会教育Ｇ

健康で生きがいを持てる
暮らしの充実

施
　
策
　
評
　
価

学びによる生きがいの創
出

　令和2年度は、経験したことのない新型コロナウィルス感染症拡大の影響を受
け、種々の事業実施が大変困難な状況に追い込まれ、企図した施策が十分に実
施ができなかった点が多々見られる。そのような中においても担当課及び教育現
場の工夫等により、総体として一定の成果を上げることができたことについて評価
したい。ただし、できたこと及びできなかったことについて丁寧に自己評価を行
い、それを公開して教育現場や市民等の意見を求め、次年度以降の取組の充実
につなげることが重要であると考える。
　当該基本施策の成果指標が大きく落ち込んだのは感染症の影響であることは
言うまでもない。その中でも、講座実施等においてハイブリッド方式を導入するな
どの工夫により、「かめやま人キャンパス」を粘り強く実施したことは、生涯学習環
境整備に大いに貢献したと評価できる。ただし、ＩＣＴは魔法の杖ではない。オンラ
イン講座等ＩＣＴを活用した「新しい学び」ついて、その効用と限界を踏まえた今後
の活用が望まれる。
　新図書館建設を契機とした新しい生涯学習環境の構築には、まだ少しの時間的
余裕があったことは不幸中の幸いと捉えたい。図書館フォーラムが開催できたこと
も大きい。今年度できなかったこと等を整理して次年度に引き継いでいけば、「つ
ながる場」の拠点としての新図書館整備は十分に可能であると考える。

事
　
務
　
事
　
業
　
評
　
価

子育てと子どもの成長を
支える環境の充実

子どもたちの豊かな学びと
成長
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教育委員会の事務に関する点検・評価　意見記入シート（岩間知之氏）

施策の大綱 基本施策 施策に対する意見 施策の方向 区分 事業名 課グループ名 施策の方向（事業）に対する意見

家庭・地域の教育力の向上 標準 子育て学習展開事業 生涯学習課社会教育Ｇ

主要 個の学び支援事業（小学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 個の学び支援事業（中学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 少人数教育推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 特別支援教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 生徒指導充実事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 適応指導教室事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 外国人児童生徒教育支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

標準 青少年健全育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 青少年自立支援事業 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 成人式開催費 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 青少年総合支援センター費 生涯学習課社会教育Ｇ

安心して生み育てられる
環境づくりの推進

仕事と子育てが両立できる環境づ
くり

主要 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課社会教育Ｇ

　感染症対策との両立が相当困難であったことを考慮すると、成果指標の実績値
が計画地を大きく下回ったことはやむを得ない。それでも自己評価が「Ａ評価」と
いうのは些か疑問は残る。「放課後子ども教室」や「学習支援教室」は、子どもたち
の教育的見地からはもちろんのこと、地域社会の中に人と人との関係性を築く意
味においても重要であり、次年度以降、充実した活動を期待したい。

市民力・地域力の活性化
市民参画・協働の推進と
多様な交流活動の促進

市民交流・地域間交流の促進 標準 婦人団体育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

すべての子どもの学びを支える教
育の推進

　昨年度同様、小中学校ともに介助員配置率が100％となり、かつ保護者児童生
徒の満足度も高いことは大いに評価できる。障がいの多様化等の課題もあるな
か、保護者と個別に具体的な支援内容や支援方向性等を共有しながら教育相談
を進めたこと等により信頼関係が築けているのではないか。今後は、質の高い介
助員の確保や研修体制の一層の充実等もに注力いただき、この良好な状況を継
続願いたい。
　少人数教育推進事業において、直近の2年間、過密学級が解消され少人数指
導実施校も100％となり、環境面ではほぼ完成したと言える。今後は、質の高い講
師の確保が求められる一方で、講師確保の状況が劇的に改善することは見込め
ないことから、「ステップアップ研修会」や日常のOJTの機会の充実がさらに重要な
課題となる。また、少人数「授業」に拘りすぎることなく、ティームティーチング等の
工夫も検討願いたい。当然のことではあるが、保護者は力量のある教員に指導願
いたいと考えているのである。
　生活困窮者自立支援事業についても、コロナ禍のなか難しい状況にあったにも
関わらず、昨年度に比べて延べ参加人数を大幅に増加させるなど成果を上げて
いる。「Ｂ評価」はやや厳しいとも思える。今後は訪問型指導も検討されているよう
であり、意欲的な取組姿勢は大いに評価できる。地道な取組ではあるが、子ども
が教育を受ける権利は社会権の一つであり、公教育にとって最重要施策であると
考える。「学習教室」講師の役割は重要でありかつ苦労の多い仕事でることから行
政の手厚い支援を望みたい。今後も、今年度同様に医療や児童相談所等福祉担
当部局との連携をさらに深めて専門的見地の活用に努められたい。

　青少年育成・支援関連事業はいずれも予算額に相当する決算額となっており、
コロナ禍にも関わらず、スムーズな事業実施ができたものと判断する。引きこもりや
ニート等の課題に対して、本人及び保護者に寄り添い、支援を継続することは重
要な行政の役割であり、引き続き十分な施策を講じる必要がある。

青少年の健全育成と青少年活動
の促進
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教育委員会の事務に関する点検・評価　意見記入シート（辻成尚氏）

施策の大綱 基本施策 施策に対する意見 施策の方向 区分 事業名 課グループ名 施策の方向（事業）に対する意見

地域福祉力の向上
低所得者への支援と自立支援の
推進

主要 就学援助家庭オンライン学習支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

「オンライン学習を行うことができる環境を整える」というのは、どの家庭（児童・生
徒）もいつでも使える状況になければならないと思います。そのために給付金の支
給や、家庭からの申請漏れがないようにする確認は大切だと思いますが、実際に
環境が整っていることが確認されていないことが気になります。臨時休業によるオ
ンライン学習の機会がなかったので確認されていないのかも知れませんが、新型
コロナウイルスでなくても、昨今あるような予想もしない豪雨災害に見舞われ学校
が避難所となって教育活動が継続できない場合など、本当に必要になった時に
「実際には端末を持っていない」「接続ができていない」ということにならないことが
確認できて目標が達成できるのではないでしょうか。

地域へ生かせる学びの展開

だれもが学べる環境づくり

読書活動の推進 主要 図書館整備事業 生涯学習課社会教育Ｇ

ワークショップや図書館フォーラムの開催など、令和５年開館に向けた機運の高ま
りを感じます。新図書館ができたから市民の読書活動やそこを拠点とした生涯学
習が急に高まるわけではありませんので、令和３・４年度の現図書館での活動が
新図書館につながるよう取り組む必要があると考えます。

標準 特色ある学校づくり事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 特色ある学校づくり事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 コミュニティスクール推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 中学校給食実施事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

２中学校で家庭弁当の持参とデリバリー給食の選択制とすることにより、アンケート
を実施し、その結果を検証することにより、「学校給食のあり方」「学校給食提供の
今後の方向性」について丁寧に検討されたことは素晴らしい取組だと思います。
一方で、デリバリー給食の満足度が生徒・保護者ともに大きく下がっていることは、
アンケートの内容による差異があるという説明もありましたが、５割台にとどまって
いることが気になります。その要因についても丁寧に分析して今後のより良い学校
給食のあり方、方向性につなげてほしいと考えます。

主要 井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 施設整備費（小学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 施設整備費（中学校費） 教育総務課施設・保健給食Ｇ

標準 地場農畜産物利用推進事業 教育総務課施設・保健給食Ｇ

子どもたちが県内、特に地元亀山市産の食材について知ることは「自分の住む地
域を知る」中で重要な要素だと思いますので、今後も是非継続してください。

主要 英語教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

新型コロナウイルスの影響でJETプログラムによるALTが来日できない状況にあっ
ても、ネイティブの英語に児童生徒がふれるために必要な人数のALTを他の契約
により確保していることは素晴らしいことだと思います。また、感染予防対策で学習
活動（特に「話す」活動）に制約があると考えらますが、英語活動や英語授業への
生徒の満足度（肯定的評価）が高まっていることも成果だと考えます。
市独自の英語テストを作成して児童生徒の英語力を４技能の領域で客観的に把
握して授業実践に活かすことも取組として優れていると思います。語学力は学習
者自身が自己の伸長を実感することにより学びへの意欲が高まるという面を持っ
ています。児童生徒が自分の英語力が順調に向上していることを実感すること
が、今後の学習意欲や授業への高い満足度につながると思いますので、授業で
の生徒への評価の言葉はもちろんのこと、市が実施している英語テストでも児童
生徒が自分のの伸長を実感できる形でフィードバックされる仕組みづくりも今後は
大切だと考えます。

主要 情報教育推進事業（小学校） 学校教育課教育研究Ｇ

主要 情報教育推進事業（中学校） 学校教育課教育研究Ｇ

井田川小学校については児童数増加に対応した校舎建築や老朽化等の課題を
抱えた給食室改修等が計画どおり進められ、子どもたちが安全・安心に学校生活
を送る環境づくりができたと考えます。

保護者だけでなく、スクールサポータや地域住民も入った「学校運営協議会」で
意見交換をしながら、地域総がかりで教育環境の改善に取り組み、子どもたちを
育んでいく機運が醸成されているのは素晴らしいことだと思います。一方で、令和
２年度は新型コロナウイルスの影響で対面での会議や大勢が参加しての会議が
困難であったと考えます。書面による情報提供や意見聴取にとどまった部分も多
いと推察しますが、今後も地域の様々な立場の方が教育環境の改善に参画する
ために「今できること」を考え、継続していくことが大切だと思います。
コミュニティスクールについては、市内のすべての小中学校が認定校となり、今
後、学校区単位で、家庭と地域の協働による学校教育の充実が図られていくこと
を期待しています。

新型コロナウイルス感染症の対策を取りながら、できる限りの学びを提供できるよう
に、日程を調整したり、オンラインの講座を活用したりするなど「今できること」に工
夫して取り組まれています。また、市民活動を行う団体がふえていることからも、人
材育成のための学びの成果が見られます。新型コロナウイルスの影響が今後も続
くと見られることからも、受講者が幅広く参加できるようオンラインと会場参加を併
用しながらも活動型の講座の実施が必要だと考えます。

地域人材キラリ育成事業 生涯学習課社会教育Ｇ

小学校ではタブレットを活用した授業を行う教員の割合が非常に高く、児童がタ
ブレットを活用できる割合も高まっていることから、ICTによって子どもたちが効果
的に学習することや学ぶ喜びにつながっていると考えられます。
中学校では、タブレットを活用した授業を行う教員の割合が目標に達していないも
のの、タブレットを活用して情報を得たり、伝えたりすることのできる生徒の割合は
順調に高まっていることから、成果ととらえることができます。中学校では授業で取
り扱う内容が小学校よりも複雑になります。タブレットを活用した授業を行う教員の
割合だけに着目すぎると、「授業でタブレットを使うこと」自体が目的になってしま
いますので、ICTを効果的に使えているか（タブレットを使うことによって授業内容
をわかりやすく伝えることができているか）の面からも検証も必要だと考えます。タ
ブレット端末を活用した授業をするためには一定の準備時間が必要です。取り扱
う内容が複雑になると授業の準備の時間だけでなく、より多くの機能を活用する力
量も必要になると考えます。今後の対応方針に示されているようにICT支援員の
増員等により、単に「使う」のではなく「効果的に活用する」ことができる教員の割合
が中学校でも増えていくことが、大切なのだと思います。

学びによる生きがいの創
出

新しい図書館の開館に向けて、図書館フォーラムを開催するなど、発信をすること
により、機運が高められています。新型コロナウイルスの影響もあると思いますが、
（現）市立図書館への入館者数が大きく減少しているのが気になります。新図書館
が市民の学びの拠点となるためには、新しい施設・設備に対する期待だけでなく、
読書や学習で図書館を利用するという文化が市民に根付くことが大切だと思いま
すので、（現）市立図書館での来館動機創出の取組や小中学生の学習活動での
図書館利用の機会を増やす取組等を継続していく必要を感じます。
中央公民館の講座については、新型コロナウイルスの影響で開校を秋に延期す
るなど例年にない対応を迫られたことと思いますが、感染対策を徹底しながら実施
するなど、「今できること」を最大限に考え、対応していただいたと考えます。

主要

市内のすべての小中学校がコミュニティスクールとなり、地域とともにある学校づく
りの基盤ができましたので、今後はこの仕組みを各学校においてうまく活用し、家
庭や地域が学校にかかわって教育課題の解決をはかるとともに、子どもたちが意
欲的に学習活動に取り組む学校環境づくりが進むことを期待します。また、教職
員の働きやすい環境づくりが進められ、教職員が一層意欲的に子どもたちに向き
合える時間と活力が生み出されることも期待します。
生徒数の増加や施設の老朽化に対応した校舎の増築や改修が計画通りに進め
られています。学校給食は子どもたちにとって学校生活の大きな要素の一つで
す。学校給食の今後のあり方についてアンケート結果等を分析して、方向性がま
とめられていますが、実施する中での生徒・保護者の満足度がどうなのか、また満
足度が高くない場合にはどこにその要因があるのかを、絶えず検証しながら進め
ていただきたいと考えます。
市独自の英語テストの作成とその結果に基づく授業改善、一人一台のタブレット
端末の配置など、子どもたちの豊かな学びのための基盤づくりが確実に進められ
ています。英語教育でもICTを活用した教育でも、またその他の授業でも同じです
が、環境づくりができている上で、「わかりやすい授業が展開されているか」という
視点からの検証を常にお願いしたいと思います。子どもたちの学校生活の大半は
平常授業であり、子どもたちが授業後に「今日の授業はよくわかった」「難しかった
けど先生が丁寧に教えてくれた」「授業で活躍できた、それを先生がほめてくれ
た」など、日常の授業への満足度が家庭での会話を通じて保護者にも伝わり、そ
れが学校への満足度に跳ね返ってきます。そのためには職員が相互に授業を参
観し合って、授業を受ける子どもたちの目線からわかりやすい授業が展開されて
いるかを研究する場も、業務多忙な中ではありますが持ち続けてほしいと思いま
す。
自発的な読書をできていない児童生徒の割合が高いことは大変気になります。読
書習慣は「読む力」と切っても切り離せない関係にあります。学力検査に対応する
「読解力」も決して短期間でつけることはできません。そのためにも低学年の段階
からの読書習慣は大切であり、本を借りて読むという学校図書館の最も根源的な
利用のしかたが進むような仕組みづくりに取り組む必要があると考えます。
すべての子どもたちの学びを支えるよう、支援の仕組みづくりが充実していると感
じました。特別な支援が必要な児童生徒、外国人児童生徒、経済的に厳しい状況
にある家庭など、「だれ一人取り残さない」視点からの教育環境づくりができている
と思います。不登校については、様々な要因がありますので、一人ひとりに応じた
丁寧な対応が必要です。ICTを活用した学びの保障が学習動機となる児童生徒も
いれば、逆効果になる児童生徒もいると考えられますので、学校と保護者がしっ
かりと連携することにより対応することが大切だと思います。またそれが保護者の
安心にもつながります。
新型コロナウイルスの影響でサマーキャンプなどの各種行事が中止になったり、
パトロール活動等の回数も減少したりしていると思いますが、この状況が今後も続
くことが予想されることから、感染予防についてこれまで分かったことをふまえなが
ら「今できること」や「どうしたら感染のリスクを抑えて実行できるか」を考え、引き続
き取り組んでいくことが大切だと考えます。

地域とともにある学校づくり

学びの環境の充実

健康で生きがいを持てる
暮らしの充実
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教育委員会の事務に関する点検・評価　意見記入シート（辻成尚氏）

施策の大綱 基本施策 施策に対する意見 施策の方向 区分 事業名 課グループ名 施策の方向（事業）に対する意見

主要 学校図書館支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

本事業の目的は図書館情報システムの運用の定着よりも、子どもたちが意欲的に
読書するとともに、読書の幅を広げ、質を高めることに重点があるのではないかと
思います。いくら図書館が上手く運用されたり、授業で積極的な利用が図られても
子どもたちが積極的に読書することができていなければ意味がありません。「亀山
市ファミリー読書リレー」のアンケートでは好結果が出ているようですが、一方で全
国学力学習状況調査の児童生徒質問紙では「読書を全くしていない」子どもの割
合が小学校・中学校でともに４割もいることが数値として見られます。授業としての
学校図書館の利用に加えて、子どもたちがまずは興味・関心のある図書を借りて
自宅で読むということが促進されるように取組を考えていく必要があると思います。

主要 学力向上推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

「みえスタディチェック」を活用して課題を把握し、組織的な対応を図った結果、基
礎基本の定着が少しずつ図られていること、授業の理解度が小中学校ともに向上
し、数値目標を達成していることは評価できます。一方で、新型コロナウイルスによ
る長期の臨時休業が影響したのかもしれませんが、小学校では家庭で自ら学習
に取り組む生徒の割合が大きく減少していること、中学校では向上したとはいえ目
標値に達していないことを課題ととらえ、具体的な対応を考えていくことが求めら
れます。やらされる勉強ではなく、自発的に取り組む勉強が、子どもたちの学習へ
の興味をかきたて、学力の伸長につながると思いますので、この点にぜひ取り組
んでいただきたいと思います。
また、文章や図表を読み取ることや理由を書いて説明することに課題が見られると
していますので、授業の中で積極的にそれらの活動を取り入れることが大切だと
思います。昨年度も指摘しましたが、授業力の向上のためには、研修会も大切で
すが、教職員が日常的に互いに授業を参観し合って研究協議の機会を持つこと
が効果的だと考えますので、校務多忙のことと思いますが、積極的な取組を期待
します。わかりやすい授業が展開されているかどうか、家庭で児童と話をする保護
者の目線から把握する（調査する）ことも必要です。

標準 体育・文化活動支援事業（小学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 体育・文化活動支援事業（中学校費） 学校教育課教育支援Ｇ

標準 中学校体験活動支援事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 教職員研修事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 幼児教育推進事業 学校教育課教育支援Ｇ

標準 道徳・人権教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

家庭・地域の教育力の向上 標準 子育て学習展開事業 生涯学習課社会教育Ｇ

地域全体で子どもたちの学びを支えていく仕組みづくりは大切なことだと思いま
す。一方で新型コロナウイルスの影響が続く中で、その意識の醸成を図っていくた
めの取組は難しいのかもしれませんが、意識啓発のために「今できること」を考え
て粘り強く取り組むことが必要だと考えます。

主要 個の学び支援事業（小学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 個の学び支援事業（中学校） 学校教育課学事教職員Ｇ

主要 少人数教育推進事業 学校教育課学事教職員Ｇ

市単独の「少人数教育推進教員」を配置することにより、ティームティーチングや
学級を分割しての指導など、学習指導の充実により小学校・中学校ともに授業理
解度が向上して成果に結びついています。今後、少人数での指導が子どもたち
の授業理解に一層つながるように、「少人数教育推進教員」として配置される教員
の指導力の向上や教員同士が力量を高め合うことが求められます。

主要 生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 学校教育課教育支援Ｇ

家庭の学習環境が厳しい児童生徒の学力保障は重要です。生徒のニーズに応じ
た丁寧な指導を通して、学習習慣が身に付いたり、学習意欲が高まったりするな
ど成果が見られますが、課題としてとらえられているように、各教室から遠いところ
に居住していて参加しにくい生徒への支援を今後検討していく必要があります。

標準 特別支援教育推進事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 生徒指導充実事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 適応指導教室事業 学校教育課教育研究Ｇ

標準 外国人児童生徒教育支援事業 学校教育課教育支援Ｇ

発達障がい等のある幼児、児童生徒が適切な支援を受けながら充実した学びを
実現するためには、支援の引継ぎは極めて大切だと思います。これは生徒指導も
同じで、必要な情報を引き継ぐことにより、児童生徒の人間的な成長に効果的に
作用すると思います。中学校から高校へは、進学先が多数に渡ると思いますがそ
の段階においてもしっかりとした引継ぎが求められると考えます。
不登校傾向の生徒が増加する中、適応指導教室と学校、家庭等の連携により
しっかりとした対応が取れていると考えますが、「学校復帰」という成果を性急に求
めすぎるとうまくいかない場合もあると思いますので、今後も専門機関にも深くか
かわっていただきながら、生徒の状況に向き合った丁寧な対応が必要だと思いま
す。
外国人児童生徒の支援については支援員による指導・助言、保護者への相談体
制など十分な支援ができていると感じました。今後も様々な言語への対応が必要
だと思いますが、生徒の学びを支えるために継続的に注力していただくことを期
待します。

介助員、学校生活相談員、生活支援員などが配置されて、連携しながら個々の
状況に応じた支援を行うことにより、特別な支援を必要とする生徒が安心して学校
生活を送ることができ、保護者の高い満足度にもつながっているのは大きな成果
だと考えます。今後も子どもたちが安心して落ち着いた学校生活を送ることに加え
て、学習効果がより高まることに向けた支援を期待します。

小中学生のスマートフォン所持率が高くなり、SNSを利用する機会が増えたこと、ま
た新型コロナウイルスの影響もあり、外出の自粛やオンライン学習の環境が整った
一方で、子どもたちが優れた（本物の）音楽・芸術を鑑賞する機会を持つこと、勤
労観や職業観を身に付けるために職業についての学習や体験をすることなどが
大きく減少していると思います。今後も新型コロナウイルスによる制約が多い中に
あっても、そのような機会をできるだけ多く作ることに注力することは大切だと考え
ます。
新型コロナウイルスの影響で対面による教職員研修の実施が難しかったものと思
われますが、子どもたちの就学前からの一貫した教育を実現するための保幼・小
の間での交流活動や情報共有の取組が工夫しながら実施できていることは成果
だと思います。
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子どもたちの育ちのための学びの
展開

すべての子どもの学びを支える教
育の推進

子育てと子どもの成長を
支える環境の充実

子どもたちの豊かな学びと
成長
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教育委員会の事務に関する点検・評価　意見記入シート（辻成尚氏）

施策の大綱 基本施策 施策に対する意見 施策の方向 区分 事業名 課グループ名 施策の方向（事業）に対する意見

標準 青少年健全育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 青少年自立支援事業 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 成人式開催費 生涯学習課社会教育Ｇ

標準 青少年総合支援センター費 生涯学習課社会教育Ｇ

安心して生み育てられる
環境づくりの推進

仕事と子育てが両立できる環境づ
くり

主要 放課後子ども教室推進事業 生涯学習課社会教育Ｇ

新型コロナウイルスによる休校中の期間があったため、放課後子ども教室参加児
童数は計画値より少なくなっていますが、感染症対策をとりながら地域の中で子ど
もたちが安全・安心に過ごすことができる環境を提供できていることや校区によっ
ては学力向上支援教室を開催することができたことは成果だと考えます。

市民力・地域力の活性化
市民参画・協働の推進と
多様な交流活動の促進

市民交流・地域間交流の促進 標準 婦人団体育成費 生涯学習課社会教育Ｇ

「婦人会連絡協議会」という名称が事業名の基礎となっているのだと思いますが、
地域によっては「女性会」と改称して久しいこともあり、また「婦人の教養と地位の
向上、家庭生活の向上」という目的も前時代的な印象を受けることが大変気になり
ます。

令和元年度は青少年育成市民会議の一員として各種行事や街頭パトロール等に
関わり、子どもたちの見守りに参画する機会をたくさん得ましたが、令和２年度は
新型コロナウイルスの影響でほとんどすべてのイベントや活動が中止になってし
まったため関わる機会が持てませんでした。同様の状況が今後も続くことが予想さ
れますので、その中で「今できること」を考え進めていく必要があります。一方で引
きこもり等、悩みを持つ青少年に対する相談や自立に向けての支援活動が粘り強
く進めれらていることは素晴らしいことだと思います。

青少年の健全育成と青少年活動
の促進
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５ 課題と今後の取組 

学識経験者による評価を踏まえ、令和２年度における第２次亀山市総合計画前期基本

計画第２次実施計画に基づく施策及び各種事業について、課題と今後の取組を次のとお

りまとめました。 

 

施策の方向 事業名 

低所得者への支援と自立支

援の推進 
就学援助家庭オンライン学習支援事業 

【課題】 

新入学や転入児童生徒においても速やかにオンライン学習ができる環境を整える必

要があります。また、給付金の支給だけではなく、各家庭においてどのようなインタ

ーネット環境が整備されたのか、児童生徒が端末を活用して実際に学習をすることが

可能か等、実際にオンライン学習の環境が整っていることを確認する事も必要です。 

【今後の取組】 

引き続きの支援継続を行い、オンライン学習の実施環境を整えていくとともに、各

家庭における学習環境の状況等の検証方法について検討します。 

 

施策の方向 事業名 

地域へ生かせる学びの展開 

だれもが学べる環境づくり 
地域人材キラリ育成事業 

  【課題】 

学びのガイドブックの作成等による「学びの情報の一元化」をさらに進めるととも

に、受講者の修了後の実践活動を見据えた行政関連部署や高等教育機関、市民団体及

び一般市民等の間で一層の有機的な連携を行う必要があります。また、コロナ禍の中

であっても学びを提供する必要があります。 

  【今後の取組】 

かめやま人キャンパスについて、受講後の受講者の活躍を見据えた講座の実施、行

政関連部署や市内外の団体と連携しやすい土壌の形成のための事業自体又は受講者の

活動の周知を行います。 

また、中央公民館が実施する学びの場の提供については、感染症対策を行いつつ、

受講者が幅広く参加できるようオンラインと会場参加を併用したハイブリッド型の講

座の実施を検討します。 
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施策の方向 事業名 

読書活動の推進 図書館整備事業 

【課題】 

「亀山市立図書館整備基本計画」に掲げる取組を具現化するため、新図書館におけ

るサービス内容や管理運営体制の協議を進めるとともに、令和５年開館に向けて機運

を高める必要があります。 

  【今後の取組】 

市民総意の図書館整備を目指し、現図書館における活動を新図書館につなげるとと

もに、新図書館における管理運営や組織体制の具体的な検討を進めます。また、開館

に向けた機運を高めるため、図書館フォーラム及び市民ワークショップを開催し、市

民に対して図書館整備事業の進捗等を情報発信します。 

 

施策の方向 事業名 

地域とともにある学校づく

り 

（標）特色ある学校づくり事業（小学校費） 

（標）特色ある学校づくり事業（中学校費） 

（標）コミュニティスクール推進事業 

【課題】 

  特色ある学校づくりについては、コロナ禍の中、今後も地域の様々な立場の方が教

育環境の改善に参画するために「今できること」を考え、継続していくことが必要で

す。 

コミュニティスクールについては市内全小中学校学校への設置を完了しましたが、

その活動の充実こそが重要であり、さらに保護者及び地域住民の学校運営への参画を

進め、各校区の特色を活かした上で、「開かれた学校づくり」「特色ある学校づく

り」の取組を進めていく必要があります。 

  【今後の取組】 

保護者及び地域住民等と協働し、「学校運営」「学校支援」「地域貢献」の３つを

コミュニティスクールの柱として、地域に開かれた信頼される学校づくりを進めま

す。 

また、「学校運営協議会」委員研修会等、地域の特色を活かした取組実践を交流す

る場を設定し、各学校区における活動を支援します。 

 

 

 

 

 

65



施策の方向 事業名 

学びの環境の充実 

中学校給食実施事業 

井田川小学校校舎増築・給食室改修事業 

（標）施設整備費（小学校費） 

（標）施設整備費（中学校費） 

（標）地場農畜産物利用推進事業 

【課題】 

中学校給食については、５割程度に留まっている生徒のデリバリー給食に関する満

足度向上のため、丁寧な要因分析の実施と継続的なメニュー改善が必要です。また、

「学校給食のあり方」「学校給食提供の今後の方向性」を受け、中学校における全員

喫食制給食実施に向けて事業を進める必要があります。 

学校施設の整備については、井田川小学校の改修は完了したものの、学校施設の老

朽化が進んでいることから更新や改修については、耐用年数を延伸することを前提と

した長寿命化や更新の計画作成が必要です。 

  【今後の取組】 

定期的なアンケート調査により生徒の食に関する関心を深めるとともに、メニュー

改善に関する検討を継続します。また、中学校における全員喫食制給食の早期実現に

向けた取組を進めます。 

施設の改修等については、施設の長寿命化計画策定に向けた協議を行うとともに、

予防保全型管理を進め、安全で快適な学校生活を送ることができる環境の整備に努め

ます。 

 

施策の方向 事業名 

子どもたちの育ちのための

学びの展開 

英語教育推進事業 

情報教育推進事業（小学校） 

情報教育推進事業（中学校） 

学校図書館支援事業 

学力向上推進事業 

（標）体育・文化活動支援事業（小学校費） 

（標）体育・文化活動支援事業（中学校費） 

（標）中学校体験活動支援事業 

（標）教職員研修事業 

（標）幼児教育推進事業 

（標）道徳・人権教育推進事業 

【課題】 

英語教育の推進については、コロナ禍においてもＡＬＴをしっかりと確保した中

で、英語活動や英語授業への生徒の満足度（肯定的評価）が高まっています。一方で
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は、学習指導要領改訂により小学校でから英語の授業が実施される等、英語嫌いにさ

せない「楽しい授業」の構築や指導力の向上をさらに図る必要があります。 

情報教育の推進については、タブレットを活用した授業を行う教員の割合が順調に

高まり、ＩＣＴによって子どもたちが効果的に学習することや学ぶ喜びにつながって

いると考えられますが、一方では、教員及び児童のＩＣＴ活用能力の向上、タブレッ

ト端末の追加や更新、ＩＣＴ支援員の増員等、今後における課題についても整理して

対応していく必要があります。 

学校図書館支援については、「亀山市ファミリー読書リレー」のアンケートでは好

結果となっていますが、一方で全国学力学習状況調査の児童生徒質問紙では「読書を

全くしていない」子どもの割合が小学校・中学校でともに４割もいることが数値とし

て見られ、児童によって取組に差があります。 

学力向上の推進については、「みえスタディチェック」等の結果から、学力格差の

広がりや記述式における無回答、また文章や図表を読み取ることや理由を書いて説明

することに課題が見られます。また、コロナ禍において、小学校では家庭で自ら学習

に取り組む生徒の割合が大きく減少しています。 

  【今後の取組】 

英語教育の推進については、引き続き市独自の英語テストやＧＴＥＣ等により、児

童生徒の英語力を客観的に把握するとともに、その結果を授業改善につなげます。ま

た、児童生徒が生きた英語に触れ、場面に応じて使える総合的な英語力を身につける

ため、ＡＬＴの人材の確保と資質向上に努めます。 

情報教育の推進については、単に授業でタブレットを「使う」ではなく、「効果的

に活用する」ことを目指し、ＩＣＴ活用や指導法に関する研修会の実施、研修員や研

究協力員によるＩＣＴ活用の実践事例の研究を進めるとともに、各学校での実践を支

援するためにＩＣＴ支援員の増員についても検討します。 

学力向上については、「学力向上推進計画【第３版】」を核とした取組により授業

の中に「書く力」「読む力」「読み取る力」を育てる活動を積極的に取り入れるとと

もに、小学校国語科においては市独自のテストを実施してそれらの力の育成に努めま

す。また、市内中学校の共通テストについても実施を検討します。 

学校図書館支援・読書活動の充実については、子どもたちが積極的に読書すること

を目的として、「かめやましファミリー読書リレー」や「かめやま読書チャレンジ」

等の取組を継続するとともに、年齢や学年、単元ごとの学習に役立つ「図書ユニッ

ト」の団体貸し出し等、市立図書館との連携を進めます。 
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施策の方向 事業名 

家庭・地域の教育力の向上 （標）子育て学習展開事業 

【課題】 

地域全体で子どもたちの学びを支えていく仕組みづくりは大切なことであり、一方

でコロナ禍の中で、意識啓発のために「今できること」を考えて粘り強く取り組むこ

とが必要です。 

  【今後の取組】 

子育て中の保護者に対する意識啓発のため、家庭教育出前講座の充実を図るととも

に、子育て家庭に向けた応援メッセージ「かめやまお茶の間１０選（実践）」の定

着、浸透を図る取組を進めます。 

 

施策の方向 事業名 

すべての子どもの学びを支

える教育の推進 

個の学び支援事業（小学校） 

個の学び支援事業（中学校） 

少人数教育推進事業 

生活困窮者自立支援事業（学習支援事業） 

（標）特別支援教育推進事業 

（標）生徒指導充実事業 

（標）適応指導教室事業 

（標）外国人児童生徒教育支援事業 

【課題】 

    個の学び支援については、特別な支援が必要な児童の在籍が見込まれるため、引き

続き介助員、学校生活相談員、生活支援員などを配置し、福祉や医療などの各関係機

関と連携しながら個々の状況に応じた支援を行う必要があります。 

    少人数教育の推進については、ティームティーチングや学級を分割しての指導な

ど、きめ細かな対応により、授業理解度が向上して成果に結びついています。一方

で、本市に限らず全国的な課題として、講師人材の確保が非常に困難な状況となって

います。 

生活困窮家庭の学習支援については、家庭の学習環境が厳しい児童生徒の学力

保障は重要である一方で、各教室から遠い自宅の生徒が、参加しにくい現状がありま

す。 

  【今後の取組】 

    個の学び支援については、今後も子どもたちが安心して落ち着いた学校生活を送る

ことができるよう、介助員・看護師・生活支援員及び学習生活相談員の人材確保と資

質向上に努めます。 
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    少人数教育の推進については過密学級の解消と、少人数によるきめ細やな指導を継

続するとともに、講師の確保と若年講師指導員による支援、研修の充実に努めます。 

生活困窮家庭の学習支援については、保護者懇談会等における案内、夏休

み等における体験参加等を行うとともに、参加が困難な生徒に関しては訪問

型支援についても検討を行います。 

 

施策の方向 事業名 

青少年の健全育成と青少年

活動の促進 

（標）青少年健全育成費 

（標）青少年自立支援事業 

（標）成人式開催費 

（標）青少年総合支援センター費 

【課題】 

コロナ禍において活動が制限される状況の中で、「今できること」を考え進めてい

く必要があります。また、引き続き、引きこもり等、悩みを持つ青少年に対する相談

や自立に向けての支援活動が粘り強く進めることが必要です。 

  【今後の取組】 

青少年の健全育成のため、安全かつ心豊かに成長できる社会環境作り、非行防止や

環境浄化活動に努めます。また、引きこもりやニート等の悩みを持つ青少年に対し

て、福祉とのさらなる連携を図りながら、引き続き支援員による当事者に寄り添った

相談や自立に向けた支援活動を行います。 

 

施策の方向 事業名 

仕事と子育てが両立できる

環境づくり 
放課後子ども教室推進事業 

【課題】 

放課後児童クラブやＰＴＡ、子ども会などの地域団体との協力及び情報共有を行う

必要があります。 

  【今後の取組】 

子どもたちが人とのつながりを感じるために、引き続き、感染症対策をとりながら

地域の中で子どもたちが安全・安心に過ごすことができる環境の提供を行います。 

また、放課後子どもプラン運営委員会等で、関係団体間の情報共有を図り、地域で

子どもが安心安全に育まれる居場所づくりの充実を図ります。 
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